
 

 

第５回戦術委員会確認事項 
 

２０２５年３月７日 

全日本金属産業労働組合協議会 

（金属労協／ＪＣＭ） 

 

金属労協は、第５回戦術委員会において、ＪＣ共闘の交渉状況を把握し、今後の交渉に

臨む基本姿勢を以下のとおり確認した。 

 

１．３月12日の集中回答日を前に、交渉は最終局面を迎えている。経営側は、足元の業績や

国際情勢の変化などによる先行き不透明感の増加から、賃上げの具体的な水準については

慎重な姿勢を示しつつ、物価上昇による生活負担感の増加や、賃上げに対する社会的要請

の高まり、企業の魅力向上などの観点から、賃上げの重要性については理解を示している。 

 

２．2025年闘争では、実質賃金の向上による生活不安の払しょく、「人への投資」の強化によ

る産業・企業の魅力向上、経済の好循環実現のため、近年で最も高い賃上げに取り組んで

いる。また、格差是正の実現に向け、中小組合を中心に積極的な交渉を展開しており、そ

の環境整備として価格転嫁の動きが広まりつつある。2023年闘争を起点とした積極的な賃

上げを定着させ、組合員の期待に応え、社会的責任を果たすべく、今後の交渉に全力を傾

注する。 

①賃金改善は、要求額にこだわり、全ての組合員において実質賃金を改善し、産業・企業の

魅力向上につながる賃上げの獲得を強く求める。 

②企業内最低賃金協定は、未組織労働者・非正規雇用で働く労働者の賃金の底上げと金属産

業の魅力向上の観点から、初任給水準準拠を基本に最大限の引き上げを図る。 

③一時金は、組合員の生活の安定を図るとともに、企業業績に見合った適正な配分並びに、

組合員の協力、努力に見合った水準確保を図る。 

④誰もがやりがいをもって活躍できる環境の実現に向けて前進を図る。 

⑤非正規雇用で働く労働者の賃金・労働諸条件の改善は、同一価値労働同一賃金の原則に基

づき、確実な前進を引き出す。 

 

３．次回、第６回戦術委員会は、集中回答日である３月12日に開催する。 

 

以上 


